
公益法人の区
分

国認定、都道府
県認定の区分

応札・応募者数
継続支出の
有無

Ｈ31荒川上流管内
生態系保全活動支
援業務
荒川上流河川事務
所管内
H31.4.1～R2.3.31
土木関係建設コン
サルタント業務

分任支出負担行為担当
官
関東地方整備局 荒川
上流河川事務所長
藤本　雄介
埼玉県川越市新宿町3-
12

H31.4.1

公益財団法人日本
生態系協会
東京都豊島区西池
袋2-30-20

6013305001887
指名競争契約
（総合評価）

33,165,000 33,165,000 100.00% 公財 国認定 1者

本業務は、河川環境保全活動の
支援といった政策目的の達成のた
めに必要な支出であるが、入札参
加条件等の見直し、十分な契約
準備期間の確保、仕様書記載内
容の明確化、参入拡大を前提とし
た適切な業務内容の検討を行うな
ど、競争性を高める取り組みを実
施しており、点検の結果問題はな
い。引き続き透明性の向上に努め
るなど一者応札の解消に取り組む
ものとする。
また、総合評価方式における提案
書の審査等においても公平性・公
正性の確保が十分に図られてお
り、問題はない。

有

平成３１年度　木曽
川下流船頭平閘門
管理支援業務
H31.4.1～R4.3.31
土木関係建設コン
サルタント

分任支出負担行為担当
官
中部地方整備局　木曽
川下流河川事務所長
村田　啓之
三重県桑名市大字福島
465

H31.4.1

公益財団法人河川
財団
東京都中央区日本
橋小伝馬町11-9

9010005000135
一般競争入札（総

合評価）
144,243,000 140,679,000 97.53% 公財 国認定 1者

本業務は、船頭平閘門の操作支
援・施設管理といった政策目的の
達成のために必要な支出である
が、入札参加条件等の見直し、
十分な契約準備期間の確保、仕
様書記載内容の明確化、参入拡
大を前提とした適切な業務内容の
検討を行うなど、競争性を高める
取り組みを実施しており、点検の
結果問題はない。引き続き透明
性の向上に努めるなど一者応札の
解消に取り組むものとする。
また、総合評価方式における提案
書の審査等においても公平性・公
正性の確保が十分に図られてお
り、問題はない。

有

平成31年度筑後川
矢部川採水・水質
分析業務
筑後川水系及び矢
部川水系
H31.4.1～R2.3.31
土木関係建設コン
サルタント業務

分任支出負担行為担当
官
九州地方整備局 筑後
川河川事務所長
船橋 昇治
福岡県久留米市高野1-
2-1

H31.4.1

公益財団法人福岡
県すこやか健康事
業団
福岡県福岡市中央
区天神4-1-32

2290005005245
指名競争契約
（総合評価）

31,185,000 26,114,000 83.74% 公財 国認定 3者

本業務は、河川状況の把握及び
水環境の把握といった政策目的
の達成のために必要な支出であ
るが、入札参加条件等の見直し
を行うなど、競争性を高める取り
組みを実施したことにより、複数
者からの応札が実現していると
考えられ、点検の結果問題はな
い。
また、総合評価方式における提
案書の審査等においても公平
性・公正性の確保が十分に図ら
れており、問題はない。

有

公益法人に対する競争入札による契約の見直しの状況（公共工事）

点検結果
（見直す場合はその内容）公共工事の名称、

場所、期間及び種
別

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率 備考

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

公益法人の場合

法人番号

様式６－１



平成31年度松原ダ
ム水質調査業務
大分県日田市大山
町西大山地先外
H31.4.1～R2.3.31
土木関係建設コン
サルタント業務

分任支出負担行為担当
官
九州地方整備局 筑後
川ダム統合管理事務所
長
村上 博
福岡県久留米市高野1-
2-2

H31.4.1

公益財団法人福岡
県すこやか健康事
業団
福岡県福岡市中央
区天神4-1-32

2290005005245
指名競争契約
（総合評価）

18,469,000 14,465,000 78.32% 公財 国認定 6者

本業務は、水環境の把握といっ
た政策目的の達成のために必
要な支出であるが、入札参加条
件等の見直しを行うなど、競争
性を高める取り組みを実施した
ことにより、複数者からの応札が
実現していると考えられ、点検の
結果問題はない。
また、総合評価方式における提
案書の審査等においても公平
性・公正性の確保が十分に図ら
れており、問題はない。

有

川崎港臨港道路東
扇島水江町線航行
安全管理業務
神奈川県川崎市川
崎区京浜運河
H31.4.1～R2.3.31
建設コンサルタント
等

分任支出負担行為担当
官
関東地方整備局 京浜
港湾事務所長
佐野 透
神奈川県横浜市西区み
なとみらい6-3-7

H31.4.1

公益社団法人東京
湾海難防止協会
神奈川県横浜市中
区海岸通3-9

1020005009686
一般競争入札（総

合評価）
60,332,339 60,328,400 99.99% 公社 国認定 1者

本業務は、工事期間中の工事
安全確保等といった政策目的の
達成のために必要な支出であ
り、入札参加条件等の見直し、
十分な契約準備期間の確保を
行うなど、競争性を高める取り組
みを実施したが、一者応札と
なっているものである。今後は、
仕様書記載内容の見直し、参入
拡大を前提とした適切な業務内
容の検討に取り組むなど競争性
の向上・確保に向けた見直しを
行うこととし、引き続き一者応札
の解消に取り組むものとする。
また、総合評価方式における提
案書の審査等においては公平
性・公正性の確保が十分に図ら
れており、問題はない。

有

平成31年度新門司
沖外航行安全管理
業務
北九州港湾･空港
整備事務所管内
H31.4.1～R2.7.31
港湾関係建設コン
サルタント業務

分任支出負担行為担当
官
九州地方整備局 北九
州港湾・空港整備事務
所長
根木 貴史
福岡県北九州市門司区
西海岸1-4-40

H31.4.1

公益社団法人西部
海難防止協会
福岡県北九州市門
司区港町7-8

5290805003008
一般競争入札（総

合評価）
48,236,389 47,960,000 99.43% 公社 国認定 1者

本業務は、港湾工事における船
舶の安全確保といった政策目的の
達成のために必要な支出である
が、入札参加条件等の見直し、
十分な契約準備期間の確保、仕
様書記載内容の明確化、参入拡
大を前提とした適切な業務内容の
検討を行うなど、競争性を高める
取り組みを実施しており、点検の
結果問題はない。引き続き透明
性の向上に努めるなど一者応札の
解消に取り組むものとする。
また、総合評価方式における提案
書の審査等においても公平性・公
正性の確保が十分に図られてお
り、問題はない。

有



平成31年度関門航
路整備船舶安全管
理業務
関門航路事務所管
内
H31.4.4～R2.1.10
港湾関係建設コン
サルタント業務

分任支出負担行為担当
官
九州地方整備局 関門
航路事務所長
野田 巌
福岡県北九州市小倉北
区浅野3-7-38

H31.4.4

公益社団法人西部
海難防止協会
福岡県北九州市門
司区港町7-8

5290805003008
一般競争入札（総

合評価）
33,628,318 33,550,000 99.77% 公社 国認定 1者

本業務は、港湾工事における船
舶の安全確保といった政策目的の
達成のために必要な支出である
が、入札参加条件等の見直し、
十分な契約準備期間の確保、仕
様書記載内容の明確化、参入拡
大を前提とした適切な業務内容の
検討を行うなど、競争性を高める
取り組みを実施しており、点検の
結果問題はない。引き続き透明
性の向上に努めるなど一者応札の
解消に取り組むものとする。
また、総合評価方式における提案
書の審査等においても公平性・公
正性の確保が十分に図られてお
り、問題はない。

有

平成３１年度　木曽
三川歴史的河川施
設調査業務
H31.4.20～R2.2.28
土木関係建設コン
サルタント業務

分任支出負担行為担当
官
中部地方整備局　木曽
川下流河川事務所長
村田　啓之
三重県桑名市大字福島
465

H31.4.19

公益財団法人河川
財団
東京都中央区日本
橋小伝馬町11-9

9010005000135
一般競争入札（総

合評価）
25,343,400 25,311,000 99.87% 公財 国認定 1者

本業務は、歴史的経緯のある河
川施設の整備の把握といった政策
目的の達成のために必要な支出
であるが、入札参加条件等の見
直し、十分な契約準備期間の確
保、仕様書記載内容の明確化、
参入拡大を前提とした適切な業
務内容の検討を行うなど、競争性
を高める取り組みを実施しており、
点検の結果問題はない。引き続き
透明性の向上に努めるなど一者
応札の解消に取り組むものとする。
また、総合評価方式における提案
書の審査等においても公平性・公
正性の確保が十分に図られてお
り、問題はない。

有

東予港中央地区航
行安全管理業務
愛媛県西条市今在
家地先
R1.5.15～R1.9.17
建設コンサルタント
等

分任支出負担行為担当
官
四国地方整備局 松山
港湾・空港整備事務所
長
亀岡 知弘
愛媛県松山市海岸通
2426-1

R1.5.15

公益社団法人瀬戸
内海海上安全協会
広島県広島市南区
的場町1-3-6

2240005012774
一般競争入札（総

合評価）
10,986,013 10,945,000 99.63% 公社 国認定 1者

本業務は、東予港の輸送ターミナ
ル整備といった政策目的の達成の
ために必要な支出であるが、入札
参加条件等の見直し、十分な契
約準備期間の確保、仕様書記載
内容の明確化、参入拡大を前提
とした適切な業務内容の検討を行
うなど、競争性を高める取り組みを
実施しており、点検の結果問題は
ない。引き続き透明性の向上に努
めるなど一者応札の解消に取り組
むものとする。
また、総合評価方式における提案
書の審査等においても公平性・公
正性の確保が十分に図られてお
り、問題はない。

有



令和元年度下水道
革新的技術の評価
のための情報収
集・整理業務
随意
R1.7.10～R2.3.19
土木関係建設コン
サルタント業務

支出負担行為担当官
国土技術政策総合研究
所長
伊藤　正秀
茨城県つくば市旭１番地

R1.7.9

公益財団法人日本
下水道新技術機構
東京都新宿区水道
町3-1

4011105003503
一般競争入札（総

合評価）
29,359,000 29,260,000 99.66% 公財 国認定 1者

本業務は、再生可能エネルギー
創出等といった政策目的の達成の
ために必要な支出であるが、入札
参加条件等の見直し、十分な契
約準備期間の確保、仕様書記載
内容の明確化、参入拡大を前提
とした適切な業務内容の検討を行
うなど、競争性を高める取り組みを
実施しており、点検の結果問題は
ない。なお、本業務は令和元年度
限りの事業である。
また、総合評価方式における提案
書の審査等においても公平性・公
正性の確保が十分に図られてお
り、問題はない。

無

石垣新港巡視船係
留施設整備に係る
航行安全管理業務
沖縄県石垣市内
（石垣港内）
令和元年7月17日
～令和2年3月31日
建設コンサルタント
等のA又はB等級

支出負担行為担当官
第十一管区海上保安本
部長
葛西　正記
沖縄県那覇市港町2-
11-1

R1.7.17

公益社団法人西部
海難防止協会
福岡県北九州市門
司区港町7-8

5290805003008 一般競争入札 16,750,350 15,768,000 94.14% 公社 国認定 1者

本業務は、石垣新港巡視船係
留施設整備といった政策目的の
達成のために必要な支出である
が、入札参加条件等の見直し、
十分な契約準備期間の確保、仕
様書記載内容の明確化、参入
拡大を前提とした適切な業務内
容の検討を行うなど、競争性を
高める取り組みを実施しており、
点検の結果問題はない。なお、
本業務は令和元年度限りの事
業である。

無

令和元年度博多港
整備船舶安全管理
業務
博多港湾・空港整
備事務所管内
R1.10.3～R2.6.26
建設コンサルタント
等

分任支出負担行為担当
官
九州地方整備局 博多
港湾･空港整備事務所
長
濵口 信彦
福岡県福岡市中央区大
手門2-5-33

R1.10.3

公益社団法人西部
海難防止協会
福岡県北九州市門
司区港町7-8

5290805003008
一般競争入札（総

合評価）
35,808,085 34,760,000 97.07% 公社 国認定 1者

本業務は、港湾工事における船
舶の安全確保といった政策目的の
達成のために必要な支出である
が、入札参加条件等の見直し、
十分な契約準備期間の確保、仕
様書記載内容の明確化、参入拡
大を前提とした適切な業務内容の
検討を行うなど、競争性を高める
取り組みを実施しており、点検の
結果問題はない。引き続き透明
性の向上に努めるなど一者応札の
解消に取り組むものとする。
また、総合評価方式における提案
書の審査等においても公平性・公
正性の確保が十分に図られてお
り、問題はない。

有

徳山下松港徳山地
区航路(-14m)航行
安全管理業務
山口県周南市晴海
町地先
R2.1.30～R2.6.10
建設コンサルタント
等

分任支出負担行為担当
官
中国地方整備局宇部港
湾・空港整備事務所長
近藤 拓也
山口県宇部市新町10-
33

R2.1.30

公益社団法人瀬戸
内海海上安全協会
広島県広島市南区
的場町1-3-6

2240005012774
一般競争入札（総

合評価）
16,240,826 16,005,000 98.55% 公社 国認定 1者

本業務は、港湾工事における船
舶の安全確保といった政策目的の
達成のために必要な支出である
が、入札参加条件等の見直し、
十分な契約準備期間の確保、仕
様書記載内容の明確化、参入拡
大を前提とした適切な業務内容の
検討を行うなど、競争性を高める
取り組みを実施しており、点検の
結果問題はない。引き続き透明
性の向上に努めるなど一者応札の
解消に取り組むものとする。
また、総合評価方式における提案
書の審査等においても公平性・公
正性の確保が十分に図られてお
り、問題はない。

有

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


